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１ 関係法令 

（１）空家等対策の推進の関する特別措置法  

（目的）  

第一条  この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護すると

ともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する

施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同

じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項

を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の

増進と地域の振興に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する

物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。  

２  この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていな

いことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置

することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。  

（空家等の所有者等の責務）  

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。  

（市町村の責務）  

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関

する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。  

（基本指針）  

第五条  国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため

の基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。  

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項  

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項  

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項  

３  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。  

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。  

（空家等対策計画）  

第六条  市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本

指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定

めることができる。  

２  空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関

する対策に関する基本的な方針  

二  計画期間  



 

3 

 

三 空家等の調査に関する事項  

四  所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事項  

六  特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指 導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定に

よる代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項  

七  住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項  

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

３  市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

４  市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の

提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。  

（協議会）  

第七条  市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。  

２  協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認

める者をもって構成する。  

３  前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。  

（都道府県による援助）  

第八条  都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法

律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、

市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。  

（立入調査等）  

第九条  市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握

するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。  

２  市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員

又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。  

３  市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立

ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなけ

ればならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでな

い。  

４  第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

５  第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。  

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）  

第十条  市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であ

って氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な

限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用する

ことができる。  

２  都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち

特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で
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都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、

当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、

速やかに当該情報の提供を行うものとする。  

３  前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係す

る地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を

求めることができる。  

（空家等に関するデータベースの整備等）  

第十一条  市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸

するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理

されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベース

の整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。  

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）  

第十二条  市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（空家等及び空家等の跡地の活用等）  

第十三条  市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販

売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他こ

れらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。  

（特定空家等に対する措置）   

第十四条  市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立

木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等

著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態に

ない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は

指導をすることができる。  

２  市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状

態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付

けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとる

ことを勧告することができる。  

３  市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置を

とらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限

を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

４  市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じよ

うとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限

を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己

に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。  

５  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。  

６  市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を

命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければなら

ない。  

７  市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命

じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する

者に通知するとともに、これを公告しなければならない。  



 

5 

 

８  第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。  

９  市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた

者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに

完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところ

に従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。  

１０  第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又

は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により

命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置

を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合におい

ては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないと

きは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公

告しなければならない。  

１１  市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通

省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。  

１２  前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この

場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならな

い。  

１３ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。  

１４  国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた

めに必要な指針を定めることができる。  

１５  前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。  

（財政上の措置及び税制上の措置等）  

第十五条  国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切

かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交

付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。  

２  国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空

家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講

ずるものとする。  

（過料）   

第十六条  第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に

処する。  

２  第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料

に処する。  

 

附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から

起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

（検討） 
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２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の

措置を講ずるものとする。  

 

（２）その他の関係法令（抜粋） 

 

①民法（抄） 

（竹木の枝の切除及び根の切取り）  

第二百三十三条  隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは、その竹木の所有者に、その枝を切除

させることができる。  

２  隣地の竹木の根が境界線を越えるときは、その根を切り取ることができる。 

（土地の工作物等の占有者及び所有者の責任）  

第七百十七条  土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他人に損害を生じたと

きは、その工作物の占有者は、被害者に対してその損害を賠償する責任を負う。ただし、占有

者が損害の発生を防止するのに必要な注意をしたときは、所有者がその損害を賠償しなければ

ならない。  

２  前項の規定は、竹木の栽植又は支持に瑕疵がある場合について準用する。  

３  前二項の場合において、損害の原因について他にその責任を負う者があるときは、占有者又

は所有者は、その者に対して求償権を行使することができる。 

 

②建築基準法（抄） 

（維持保全）  

第八条  建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適

法な状態に維持するように努めなければならない。  

２  第十二条第一項に規定する建築物の所有者又は管理者は、その建築物の敷地、構造及び建築

設備を常時適法な状態に維持するため、必要に応じ、その建築物の維持保全に関する準則又は

計画を作成し、その他適切な措置を講じなければならない。この場合において、国土交通大臣

は、当該準則又は計画の作成に関し必要な指針を定めることができる。 

 

（保安上危険な建築物等に対する措置）  

第十条  特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、

構造又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若

しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の劣化が進み、

そのまま放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認

める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の

猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制

限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを勧告することができる。  

２  特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなか

つた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、

その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

３  前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも

第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を

受けないものに限る。）が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認める場
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合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期

限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その

他保安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずることができる。  

４  第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は、前二項の場合に準用

する。 

 

③失火責任法 

民法第七百九条ノ規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用セス但シ失火者ニ重大ナル過失アリタルトキ

ハ此ノ限ニ在ラス 

 

④消防法（抄） 

第三条    消防長（消防本部を置かない市町村においては、市町村長。第六章及び第三十五条の

三の二を除き、以下同じ。）、消防署長その他の消防吏員は、屋外において火災の予防に危険

であると認める行為者又は火災の予防に危険であると認める物件若しくは消火、避難その他の

消防の活動に支障になると認める物件の所有者、管理者若しくは占有者で権原を有する者に対

して、次に掲げる必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

一  火遊び、喫煙、たき火、火を使用する設備若しくは器具（物件に限る。）又はその使用に

際し火災の発生のおそれのある設備若しくは器具（物件に限る。）の使用その他これらに

類する行為の禁止、停止若しくは制限又はこれらの行為を行う場合の消火準備  

二  残火、取灰又は火粉の始末  

三  危険物又は放置され、若しくはみだりに存置された燃焼のおそれのある物件の除去その他

の処理  

四  放置され、又はみだりに存置された物件（前号の物件を除く。）の整理又は除去  

２ 消防長又は消防署長は、火災の予防に危険であると認める物件又は消火、避難その他の消防

の活動に支障になると認める物件の所有者、管理者又は占有者で権原を有するものを確知する

ことができないため、これらの者に対し、前項の規定による必要な措置をとるべきことを命ず

ることができないときは、それらの者の負担において、当該消防職員（消防本部を置かない市

町村においては、消防団員。第四項（第五条第二項及び第五条の三第五項において準用する場

合を含む。）及び第五条の三第二項において同じ。）に、当該物件について前項第三号又は第

四号に掲げる措置をとらせることができる。この場合において、物件を除去させたときは、消

防長又は消防署長は、当該物件を保管しなければならない。  

３  災害対策基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）第六十四条第三項 から第六項 までの

規定は、前項の規定により消防長又は消防署長が物件を保管した場合について準用する。この

場合において、これらの規定中「市町村長」とあるのは「消防長又は消防署長」と、「工作物

等」とあるのは「物件」と、「統轄する」とあるのは「属する」と読み替えるものとする。  

４  消防長又は消防署長は、第一項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を

命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき、又はその措置の履行

について期限が付されている場合にあつては履行しても当該期限までに完了する見込みがな

いときは、行政代執行法 （昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、当該消防

職員又は第三者にその措置をとらせることができる。 

 

第五条    消防長又は消防署長は、防火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況について、火

災の予防に危険であると認める場合、消火、避難その他の消防の活動に支障になると認める場

合、火災が発生したならば人命に危険であると認める場合その他火災の予防上必要があると認
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める場合には、権原を有する関係者（特に緊急の必要があると認める場合においては、関係者

及び工事の請負人又は現場管理者）に対し、当該防火対象物の改修、移転、除去、工事の停止

又は中止その他の必要な措置をなすべきことを命ずることができる。ただし、建築物その他の

工作物で、それが他の法令により建築、増築、改築又は移築の許可又は認可を受け、その後事

情の変更していないものについては、この限りでない。  

２  第三条第四項の規定は、前項の規定により必要な措置を命じた場合について準用する。  

３  消防長又は消防署長は、第一項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他

総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。  

４  前項の標識は、第一項の規定による命令に係る防火対象物又は当該防火対象物のある場所に

設置することができる。この場合においては、同項の規定による命令に係る防火対象物又は当

該防火対象物のある場所の所有者、管理者又は占有者は、当該標識の設置を拒み、又は妨げて

はならない。 

 

⑤地方税法（抄） 

（住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例）  

第三百四十九条の三の二  専ら人の居住の用に供する家屋又はその一部を人の居住の用に供す

る家屋で政令で定めるものの敷地の用に供されている土地で政令で定めるもの（前条（第十二

項を除く。）の規定の適用を受けるもの及び空家等対策の推進に関する特別措置法 （平成二

十六年法律第百二十七号）第十四条第二項 の規定により所有者等（同法第三条 に規定する所

有者等をいう。）に対し勧告がされた同法第二条第二項 に規定する特定空家等の敷地の用に

供されている土地を除く。以下この条、次条第一項、第三百五十二条の二第一項及び第三項並

びに第三百八十四条において「住宅用地」という。）に対して課する固定資産税の課税標準は、

第三百四十九条及び前条第十二項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る固定資産税の課税

標準となるべき価格の三分の一の額とする。  

２  住宅用地のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める住宅用地に該当するもの

（以下この項において「小規模住宅用地」という。）に対して課する固定資産税の課税標準は、

第三百四十九条、前条第十二項及び前項の規定にかかわらず、当該小規模住宅用地に係る固定

資産税の課税標準となるべき価格の六分の一の額とする。  

一  住宅用地でその面積が二百平方メートル以下であるもの 当該住宅用地  

二  住宅用地でその面積が二百平方メートルを超えるもの 当該住宅用地の面積を当該住宅用

地の上に存する住居で政令で定めるものの数（以下この条及び第三百八十四条第一項において

「住居の数」という。）で除して得た面積が二百平方メートル以下であるものにあつては当該

住宅用地、当該除して得た面積が二百平方メートルを超えるものにあつては二百平方メートル

に当該住居の数を乗じて得た面積に相当する住宅用地  

３  前項に規定する住居の数の認定その他同項の規定の適用に関し必要な事項は、総務省令で定

める。 

 

⑥行政代執行法 

第一条   行政上の義務の履行確保に関しては、別に法律で定めるものを除いては、この法律の

定めるところによる。  

第二条   法律（法律の委任に基く命令、規則及び条例を含む。以下同じ。）により直接に命ぜ

られ、又は法律に基き行政庁により命ぜられた行為（他人が代つてなすことのできる行為に限

る。）について義務者がこれを履行しない場合、他の手段によつてその履行を確保することが

困難であり、且つその不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、当該
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行政庁は、自ら義務者のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用を

義務者から徴収することができる。  

第三条   前条の規定による処分（代執行）をなすには、相当の履行期限を定め、その期限まで

に履行がなされないときは、代執行をなすべき旨を、予め文書で戒告しなければならない。  

２  義務者が、前項の戒告を受けて、指定の期限までにその義務を履行しないときは、当該行政

庁は、代執行令書をもつて、代執行をなすべき時期、代執行のために派遣する執行責任者の氏

名及び代執行に要する費用の概算による見積額を義務者に通知する。  

３ 非常の場合又は危険切迫の場合において、当該行為の急速な実施について緊急の必要があり、

前二項に規定する手続をとる暇がないときは、その手続を経ないで代執行をすることができる。  

第四条   代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が執行責任者たる本人である

ことを示すべき証票を携帯し、要求があるときは、何時でもこれを呈示しなければならない。  

第五条   代執行に要した費用の徴収については、実際に要した費用の額及びその納期日を定め、

義務者に対し、文書をもつてその納付を命じなければならない。  

第六条   代執行に要した費用は、国税滞納処分の例により、これを徴収することができる。  

２  代執行に要した費用については、行政庁は、国税及び地方税に次ぐ順位の先取特権を有する。  

３  代執行に要した費用を徴収したときは、その徴収金は、事務費の所属に従い、国庫又は地方

公共団体の経済の収入となる。  
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２ 天草市空き家及び空き地情報バンク制度 

（１）天草市空き家及び空き地情報バンク制度要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、天草市内に存在する空き家及び空き地（以下「空き家等」という。）につ

いての情報を登録し、天草島外からの定住を希望する者にその情報を発信することにより相互の

情報交流を円滑にし、定住等の促進と併せて地域の活性化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による｡ 

（１）空き家 市内に個人が居住を目的として建築し、現に居住していない（近く居住しなくな

る予定のものを含む。）建物で、居住可能なもの（補修等により居住が可能になるものを含む。）

をいう。 

（２）空き地 住宅等の建築に適当な面積を有する良好な管理状態にある更地（近く更地となる

予定のものも含む。）で、市内にあるものをいう。 

（３）所有者等 空き家等に係る所有権又はその他の権利を有し、売買、賃貸等を行うことがで

きる者をいう｡ 

（４）空き家等情報バンク制度 所有者等から申込みを受けた情報を、本市への定住等を目的と

して空き家等の利用を希望する者（以下「利用希望者」という。）に対し紹介を行う仕組みを

いう。 

（適用上の注意） 

第３条 この要綱は、空き家等情報バンク制度以外による空き家等の取引を妨げるものではな

い｡ 

（空き家等の登録申込み等） 

第４条 空き家等情報バンク制度に登録しようとする所有者等は、空き家等情報バンク登録申込

書（様式第１号）を市長に提出しなければならない｡ 

２ 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、その内容等を確認し、空き家等情

報バンク登録データベース（以下「空き家等データベース」という。）に登録するものとする｡ 

３ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、空き家等情報バンク登録完了通知書（様式第

２号）により当該空き家等の所有者等に通知するものとする｡ 

４ 市長は、第２項の規定による登録をしていない空き家等で、空き家等情報バンク制度に登録

することが適当と認めるものは、当該空き家等の所有者等に対して当該制度への登録を勧めるこ

とができる。 

（空き家等に係る登録事項の変更の届出） 

第５条 前条第３項の規定による登録の通知を受けた者（以下「空き家等登録者」という。）は、

当該登録事項に変更があったときは、遅滞なく、空き家等情報バンク登録変更届出書様式第３号）

を市長に提出しなければならない｡ 

（空き家等データベースの登録の抹消） 

第６条 空き家等登録者が空き家等の登録を抹消しようとするときは、空き家等情報バンク登録

抹消届出書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届出書が提出されたときは、当該空き家等データベースの登録を抹消すると

ともに、空き家等情報バンク登録抹消通知書（様式第５号）を当該空き家等登録者に通知するも

のとする｡ 

（利用希望者の登録の申込み等） 
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第７条 利用希望者は、天草市以外（上天草市及び苓北町を除く。）に住所を有する者で、次の

要件を満たすものとする。 

（１）空き家等に定住し、又は定期的に滞在しようとする者 

（２）地域住民と協調して生活し、かつ、地域の活性化に寄与しようとする者 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認めるもの 

２ 利用希望者は、空き家等情報バンク利用希望登録申込書（様式第６号）及び誓約書（様式第

７号）を市長に提出しなければならない｡ 

３ 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、その内容を確認し、空き家等情報

バンク利用希望登録データベース（以下「利用者データベース」という。）に登録するものとす

る｡ 

４ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、空き家等情報バンク利用希望登録完了通知書

（様式第８号）を当該利用希望者に通知するものとする｡ 

（利用登録者に係る登録事項の変更の届出） 

第８条 前条第４項の規定による登録の通知を受けた者（以下「利用登録者」という。）は、当

該登録事項に変更があったときは、遅滞なく空き家等情報バンク利用希望登録変更届出書（様式

第９号）を市長に提出しなければならない｡ 

（利用者データベースの登録の抹消） 

第９条 市長は、利用登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用者データベースの登

録を抹消するとともに、空き家等情報バンク利用希望登録抹消通知書（様式第１０号）を当該利

用登録者に通知するものとする｡ 

（１）第７条第１項の要件を満たさなくなったとき。 

（２）死亡したとき。 

（３）登録内容に虚偽があったとき｡ 

（４）空き家等情報バンク利用希望登録抹消届出書（様式第１１号）が提出されたとき｡  

（５）第７条第２項の規定による登録の申込みを行った日から２年を経過したとき。 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が抹消すべき理由が生じたと認めるとき｡ 

（情報提供等） 

第１０条 市長は、空き家等データベースに登録した情報を市のホームページ等により公開し、

必要に応じて、空き家等登録者及び利用登録者に対して、空き家等データベース及び利用者デー

タベースに登録された情報を提供するものとする｡ 

２ 市長は、空き家等登録者と利用登録者との間における空き家等に関する売買、賃貸借等の交

渉及び契約については、直接これに関与しない。 

（個人情報の取扱い） 

第１１条 空き家等登録者及び利用登録者は、空き家等情報バンク制度における個人情報の取扱

いについて、次の事項に留意の上適正に取り扱うものとする。この登録が解除された後において

も同様とする。 

（１）個人情報を他に漏らし、又は自己の利益若しくは不当な目的のために取得、収集、作成及

び利用をしないこと。 

（２）個人情報を損傷、滅失又は改ざんをすることのないよう適正に管理すること。 

（３）空き家等情報バンク制度から取得した個人情報にあっては、当該個人情報を市長の承諾な

くして複写又は複製をしてはならないこと。 

（４）保有する必要がなくなった個人情報は、確実かつ速やかに廃棄又は消去をすること。 

（５）個人情報について、漏えい、き損、滅失等の事案が発生した場合は、市長に速やかに報告

し、その指示に従うこと。 
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（雑則） 

第１２条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この告示は、平成２０年６月２６日から施行する。 

附 則 

 この告示は、平成２５年６月１日から施行する。 

 

 

（２）天草市空き家活用事業補助金交付要領 

 
第１ 目的 

この要領は、天草市補助金等交付要綱別表に規定する天草市空き家活用事業（以下「活用事業」

という。）の実施に関して必要な細目等を定めることにより、空き家等情報バンクの登録物件を

利用して、本市への定住を促進し人口の増加及び地域の活性化を図ることを目的とする。 

第２ 用語の定義 

この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）空き家等情報バンク 天草市空き家及び空き地情報バンク制度要綱（平成 20 年天草市告

示第 152 号。以下「要綱」という。）第 4 条第 2 項に規定する空き家等情報バンク登録

データベースをいう。 

（２）空き家 空き家等情報バンクに登録された建物をいう。 

（３）所有者 空き家を所有している者 

（４）移住者 要綱第 2 条第 4 号の空き家等情報バンク制度を利用して空き家を購入又は賃借し

た者（所有者の 3 親等以内の親族を除く。） 

第３ 補助金の交付対象者 

活用事業補助の対象となる者は、次に掲げる者とする。 

（１）所有者であって、次のいずれにも該当するもの 

ア 移住者との間で、空き家について売買契約又は賃貸借契約を行っている者 

イ 契約した日の翌日から起算して１８０日を経過していない者 

ウ 市税等の滞納がない者 

エ 移住者に賃貸住宅として３年以上提供する者。ただし、当該家屋を賃貸後に移住者へ売却

した場合は、この限りでない。 

 

（２） 移住者であって、次のいずれにも該当するもの 

ア 補助金の交付申請時点において、本市の住民基本台帳若しくは外国人登録原票（以下「住

民基本台帳等」という。）に登録されていない者又は本市に転入して１８０日を経過し

ていない者 

イ 空き家の改修等の実施後３０日以内に本市の住民基本台帳等に登録し（既に登録している

者を除く。）、かつ、天草市に３年以上居住する意思がある者 

ウ 自らの負担で空き家の改修等をしようとする者 

エ 過去にこの補助金を受けたことがない者 

 

２ 所有者に係る補助金の交付回数は、同一の空き家に対して、１回限りとする。 

第４ 補助金の交付申請 
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活用事業補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、空き家の改修等を実

施する前に、天草市空き家活用事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）申請者が所有者の場合は、空き家に係る売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

（３）空き家の改修等に要する経費の内訳が確認できる見積書又はその写し 

（４）空き家の改修等に係る図面及び現況写真 

（５）誓約・承諾書（所有者は様式第３号、移住者は様式第４号とする。） 

（６）登記事項証明書等空き家の所有者が確認できる書類又は空き家の所有者と申請者が異なる

場合にあっては確認書（様式第５号） 

（７）申請者が所有者の場合は、所有者と移住者それぞれの住民票の写し（世帯全員の分）又は

外国人登録証明書の写し 

（８）申請者が移住者の場合は、住民票の写し（世帯全員の分）又は外国人登録証明書の写し 

（９）納税証明書 

（１０）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

第５ 交付決定の取消し 

活用事業補助金の交付を受けた申請者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）天草市補助金等交付規則（平成 18 年天草市規則第 48 号。以下「規則」という。）第１

６条に定める事項に該当したとき 

（２）申請者が所有者の場合において、次に掲げるとき。 

ア 交付を受けた日から 3 年以内に、空き家を取り壊し、若しくは空き家に本人若しくは所有

者の 3 親等以内の親族が居住し、又は空き家を移住者以外の者に売却したとき。 

イ 空き家等情報バンクの登録を抹消したとき。 

（３）申請者が移住者の場合において、交付を受けた日から３年以内に空き家を取り壊し、若し

くは売却したとき又は移住者が市外へ転出したとき。 

第６ 補助金の返還 

活用事業補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助

金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。この場合において、補

助金の返還額は別表により算出するものとする。 

第７ 雑則 

規則第 19 条の規定により、空き家活用事業補助金交付台帳を備え付け、保管するものとする。 

 

（附則） 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

別表（第６項関係） 

  
賃貸年数又は居住年数 返還率 

１年未満 100％ 

１年以上２年未満 70％ 

２年以上３年未満 30％ 
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３ 住宅・土地統計調査 

（１）住宅・土地統計調査とは 

「住宅・土地統計調査」は、住宅とそこに居住する世帯の状況、世帯の保有

する土地等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにする調査で、総務省に

より５年ごとに実施されています。この調査の結果は、住生活基本法に基づい

て作成される住生活基本計画、土地利用計画などの諸施策の企画、立案、評価

等の基礎資料として利用されています。 

 

（２）調査の対象 

調査期日において、調査単位区内から抽出した住宅及び住宅以外で人が居住

する縦も尾並びにこれらに居住している世帯（１調査単位区あたり 17 住戸、

計約 350 万住戸・世帯）を対象としています。 

ただし、外国の大使館・公使館等の外国政府の公的機関や、皇室用財産であ

る施設、拘置所・刑務所等、自衛隊の営舎等、在日米軍用施設等は調査から除

外されます。 

 

（３）抽出方法 

抽出方法は以下のとおりです。 

(1) 平成 22 年国勢調査調査区から，刑務所・拘置所のある区域，自衛隊区域，

駐留軍区域及び水面調査区を除き，住宅の所有の関係，高齢者のいる世帯の割

合等により調査区を層化した。 

(2) 市区町村の人口規模別に調査区抽出率を設定し，約 21 万調査区を抽出し

た。 

(3) 抽出された調査区のうち，70 住戸を超える調査区については分割して単

位区を設定，70 住戸以下の調査区については調査区を単位区とした。 

(4) 設定（分割）された単位区から，調査単位区を抽出し，調査地域とした。 

 (5) (2)で抽出した調査区を住宅の所有の関係等により層化した上で抽出した

約 3 万調査区に設定された調査単位区を調査票乙対象調査単位区とした（調

査票乙の調査対象は計約 50 万住戸・世帯）。 
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（４）家屋の種類 

 

 
 

 

【住宅・土地統計調査による住宅の種類の定義（居住世帯のない住宅）】 

○一時現在者のみの住宅 

昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこにふ

だん居住している者が一人もいない住宅 

 

○空き家 

 二次的住宅 

別荘  週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、

ふだんは人が住んでいない住宅 

その他 ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まり

するなど、たまに寝泊りしている人がいる住宅 

 賃貸用の住宅 

  新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅 

住 宅 居住世帯のある住宅 

居住世帯のない住宅 一時現在者のみの住宅 

空き家 

建築中の住宅 

二次的住宅 

賃貸用の住宅 

その他の住宅 

別荘 

その他 
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 売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

 その他の住宅 

  上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住

世帯が長期にわたって不在の住宅や立替などのために取り壊すことになっ

ている住宅など（空き家の区分の判断が困難な住宅を含む） 

 

○建築中の住宅 

住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締りができるまでに

はなっていないもの 

 

（５）調査結果（抜粋） 

①居住世帯の有無(8 区分)別住宅数及び住宅以外で人が居住する建物数 

 

  

 

住宅総数 

住
宅
以
外
で
人
が 

居
住
す
る
建
物
数 

総 
 

数 

居住世帯あり 居住世帯なし 

総 
 

数 

同
居
世
帯
な
し 

同
居
世
帯
あ
り 

総 
 

数 

一
時
現
在
者
の
み 

空き家                 
建
築
中 総 

数 

二
次
的 

住 

宅 

賃
貸
用 

の
住
宅 

売
却
用 

の
住
宅 

そ
の
他 

の
住
宅 

Ｈ20 40,710 33,540 33,440 100 7,170 70 7,080 270 1,460 80 5,280 20 100 

Ｈ25 41,010 32,920 32,850 70 8,090 110 7,960 200 1,820 60 5,870 20 110 
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②空き家の種類(4 区分)，腐朽・破損の有無(2 区分)，建て方(2 区分)，H25 年 

空き家の種類 (4 区分), 

腐朽・破損の有無 (2 区分) 

総 数 一戸建 長屋建・共同住宅・その他 

総 数 木 造 非木造 総 数 木 造 非木造 

空き家総数 7,960 6,310 6,200 100 1,650 800 850 

二次的住宅 200 200 200 10 - - - 

賃貸用の住宅 1,820 360 340 20 1,460 720 730 

売却用の住宅 60 60 60 - - - - 

その他の住宅 5,870 5,680 5,610 70 190 80 110 

腐朽･破損あり（総数） 2,560 2,120 2,100 20 440 340 100 

二次的住宅 30 30 30 - - - - 

賃貸用の住宅 450 90 90 - 360 290 80 

売却用の住宅 20 20 20 - - - - 

その他の住宅 2,050 1,980 1,960 20 70 60 20 

腐朽･破損なし（総数） 5,400 4,180 4,100 80 1,210 460 750 

二次的住宅 170 170 160 10 - - - 

賃貸用の住宅 1,360 270 250 20 1,090 430 660 

売却用の住宅 40 40 40 - - - - 

その他の住宅 3,820 3,700 3,650 50 120 30 90 
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４ 老朽危険家屋実態把握調査 

（１）調査の目的と概要 

市内に散在する危険家屋の実態を把握するとともに、当該家屋の適正管理に

対する対策事業を実施するための基礎資料づくりなどを目的として、平成 25

年度に危険家屋の実態調査及び台帳整備事業を実施。 

調査は、２人１組のチームで市内に散在する危険家屋の実態を把握するとと

もに、当該家屋の適正管理に対する対策事業の基礎資料を作成し、台帳整備を

実施。 

 

（２）調査対象家屋 

【用途に住宅が含まれるもの】 

①専用住宅 

・居住者がいない家屋→調査対象○ 

・月に１回、または数回等の居住が行われている様子がある→調査対象○ 

・居住者がいる→調査対象外× 

 

②併用住宅（住宅＋店舗、倉庫など住宅以外の用途が併設されているもの） 

・居住者がいない家屋→調査対象○ 

・月に１回、または数回等の居住が行われている様子がある→調査対象○ 

・居住者がいる→調査対象外× 

 

③不動産管理会社等が管理している住宅 

・売却用住宅（見分け方は入居者募集、売却募集等の看板）→調査対象外× 

・賃貸用住宅（見分け方は入居者募集、不動産管理会社等の表示看板）→調査

対象外× 

 

④二次的な住宅（別荘など） 

（週末や休暇に避暑などの目的で使用される住宅で通常は居住者がいない家

屋）→調査対象外× 

    

○住宅（居宅）以外の家屋 

・店舗、寄宿舎、共同住宅、事務所、旅館、料理店、工場、倉庫、車庫、変電

所など不動産登記規則第 130 条に定められている区分の建物のうち、用途に
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住宅が含まれ、常時人が住んでいる家屋が近隣にあり、倒壊、損壊によって住

民生活に悪影響を及ぼす可能性がある建物→調査対象○ 

・上記以外は調査対象外×（例／山中にある農業用倉庫など） 

 

（４）簡易的な危険度の判定 

外観調査を実施。一見して危険と判定できる家屋のほか、近隣建築物、周辺

地域への危険度（迷惑度）などによって調査対象とするかどうかの判定も必要

となる。 

 

①一見して危険と判定される家屋 

危険度１…建物全体または、一部の崩落・落下→②の迷惑度も関係する 

危険度２…建物基礎の著しい破壊、上部構造との著しいずれ 

危険度３…建物全体または一部の著しい傾斜 

 

②近隣建築物、周辺地域への危険度（迷惑度） 

ランクＡ…危険あり（落下物あり、損壊の一部が隣接地への飛散があるもの） 

ランクＢ…不明確 （外観調査では確認できないもの） 

ランクＣ…危険なし（落下物等がなく、外壁などもひび割れ程度のもの） 
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（３）調査結果 

 

地域名 
総量調査 

(棟数) 

空家数 危険家屋 

（棟数） 空家率 （棟数） 
危険家屋／

総量調査 

危険家屋／ 

空家数 

本渡 17,484 365  70  
2.1% 0.4% 19.2% 

牛深 10,439 1,023  237  
9.8% 2.3% 23.2% 

有明 5,050 217  16  
4.3% 0.3% 7.4% 

御所浦 2,216 174  37  
7.9% 1.7% 21.3% 

倉岳 2,560 103  17  
4.0% 0.7% 16.5% 

栖本 1,700 46  5  
2.7% 0.3% 10.9% 

新和 2,574 131  27  
5.1% 1.0% 20.6% 

五和 7,274 374  71  
5.1% 1.0% 19.0% 

天草 3,689 427  81  
11.6% 2.2% 19.0% 

河浦 4,760 360  84  
7.6% 1.8% 23.3% 

合計 57,746 3,220  645  
5.6% 1.1% 20.0% 

 


